





























































































































































































































































































































































































































































































































































特徴 米系 日系 台湾系 韓国系
事業内容 産業用電子 ローエンド家電 ＰＣ関連 家電コンポーネント
ネットワークの類型 開放・流動的 閉鎖・長期的 開放・流動的 閉鎖・長期的
市場・技術変化の対応 迅速 遅い 緩慢・迅速 遅い
ガバナンス 分権的 集権的 集権的 集権的































































１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年
ＢtoＢ（億元） １．８ ７６７ １，０７５ １，７８４ ２，７０４
前年比増加率 ― ４２６．００％ ４０．１５％ １６５．９５％ １５１．５６％
ＢtoＣ（億元） １．４４ ３．９ １３ ２５ ５２











































年度 ＣＴＶ 洗濯機 冷蔵庫 エアコン パソコン 携帯電話
１９８７ ０．３８ ０．０４ ２．８ ０．０２
１９８８ ３．２１ ２４．５３ ４．９ １．３２
１９８９ ４３５．２８ ８８７．２ １４４．８ １２．３５
１９９０ １，０３３．０４ ６６２．６８ ４６３．０６ ２４．０７ ８．２１
１９９１ １，２０５．０６ ６８７．１７ ４６９．９４ ６３．０３ １６．２５
１９９２ １，３３３．０８ ７０７．９３ ４８５．７６ １５８．０３ １２．６２
１９９３ １，４３５．７６ ８９５．８５ ５９６．６６ ３４６．４１ １４．６６
１９９４ １，６８９．１５ １，０９４．２４ ７６８．１２ ３９３．４２ ２４．５７
１９９５ ２，０５７．７４ ９４８．４１ ９１８．５４ ６８２．５６ ８３．５７
１９９６ ２，５３７．６ １，０７４．７２ ９７９．６５ ７８６．２１ １３８．８８
１９９７ ２，７１１．３３ １，２５４．４８ １，０４４．４３ ９７４．０１ ２０６．４５
１９９８ ３，４９７ １，２０７．３１ １，０６０ １，１５６．８７ ２９１．４ ８６
１９９９ ４，２６２ １，３４２．１７ １，２１０ １，３３７．６４ ４０５ ２，３００
２０００ ３，９３６ １，４４２．９８ １，２７９ １，８２６．０７ ６２７ ６，５００
２００１ ４，０９３ １，３４１．６１ １，３５１ ２，３３３．６４ ８７７．６５ ―
２００２ ５，００５ １，５８７ １，５９８ ３，１３５ １，６２４ １３，２００






























































































































































































































































































第１工程 第２工程 第３工程 第４工程 第５工程














































地域 企業名 技術導入先 年産能力（万台） 自社ブランド
北京 北京電視機廠 松下電器 ドイツＴＥＭＩＣ ４６．５ 牡丹
東風電視機廠 三洋電器 松下電器 ３０ 崑崙
天津 天津無線電廠 ＪＶＣ ３０ 北京
天津電視機 東芝 ６３ 長城
河北 石家庄電視機廠 日立 ２３ 環宇
遼寧 遼寧無線電八廠 ＪＶＣ 松下電器 ２５．５ 金鳳
丹東電視機廠 ＪＶＣ １８ 菊花
瀋陽電視機廠 ＪＶＣ ２１ 瀋陽
大連電視機廠 東芝 ２４ 星海
吉林 長春無線電廠 三洋電器 フェリプス ３３ 梅花鹿
黒竜江 佳木斯電視機廠 三洋電器 ＪＶＣ ２５．５ 竜江
上海 上海電視一廠 日立 ２０ 金星
江蘇 南通電視機廠 ＪＶＣ ２１ 三元
福建 福日電視機有限公司 日立 ３８ 福日
福建電視機廠 香港鳳年 ２０ 珊瑚
厦華公司 香港康力公司 ソニー ６０ 厦華
広東 海口市無線電六廠 香港港僑 ２０
四川 成都無線一廠 ＮＥＣ 三洋電器 ３６ 成都
長虹機器廠 松下電器 ４５ 長虹















































製造元 国産ブランド 機種 製造元 国産ブランド 主要機種
松下 長虹 GJ37A GJ47A ＪＶＣ 北京 838
パンダ TC817N 星海 7175
牡丹 TC47C3 三洋電器 孔雀 KQ―47―39
美樂 47CB805 紅岩 S2―417
楽華 TC―219DH 黄山 AH4724C―1
東芝 康佳 T953P 崑崙 S373
北京 8306 シャープ 金星 C4715
金星 C437 パンダ DB47C4
黄河 HC47―2 美楽 DS53C―2
華南 XC5012 凱歌 4C4701
日立 福日 HFC―450G フィリップス 金星 512
金星 C47―1 飛躍 Mar―47
飛躍 37D1―2 百合花 CD―37―2









































フライバックトランス 甘敬東電視配件廠 松下電器 ５０
重慶無線電六廠 三洋電器 ４５
天津第一変圧器廠 松下電器 ５０
ブラウン管 陜西咸陽顕像管廠 東芝 １６０
上海彩色顕像管廠 東芝 １００






８１年７月 ８２年１２月 ８５年４月 ８８年５月 ８９年１月 ９０年３月 ９２年２月
１４インチ １，２００ ９９８ ９９８ ９９８～１，１９０ １，６９０ １，２５０ １，１８０
２０インチ １，８００ １，５００ １，５００ １，５００～１，９００ ２，８００ ２，２００ １，８３０








































１９９４年 １９９６年 １９９８年 １９９９年 ２００１年 ２００３年 ２００４年（１－１１月）
１位 松下（１４．７） 長虹（２０．５） 長虹（１４．９） 康佳（１５．９） 長虹（１６．７） 康佳（１６．５） 康佳（１５．６）
２位 康佳（１１．０） 松下（１３．３） 康佳（１３．５） 長虹（１３．２） ＴＣＬ（１４．１）長虹（１５．５） 長虹（１４．５）
３位 熊猫（１１．０） 康佳（１２．２） ＴＣＬ（９．４） ＴＣＬ（１１．０）康佳（１３．９） ＴＣＬ（１２．７）ＴＣＬ（１３．５）
４位 長虹（５．０） 北京（７．１） 海信（７．０） 海信（８．５） 海信（１０．３） 創維（１０．３） 創維（１２．３）
















































企業名 売上高 利益 利益率（％） 売上高 利益 利益率（％）
ＴＣＬ集団 １３２．４ ６．８ ５．１％ ３８２．０ １４．２ ４．３％
康佳集団 １３１．５ ６．２ ４．７％ １２８．１ １．３ １．０％
四川長虹集団 １３０．５ ６．７ ５．１％ １５８．１ ２．８ １．８％
海信集団 １０６．５ ２．３ ２．２％ ２２１．１ ３．１ １．４％
創維電子 ３３．７ ０．３ １．０％ １０２．８ ０．９ ０．９％




彩虹電子 国有 日立・東芝 １９８２年
北京松下彩管 合弁 松下 １９９０年
上海永新 合弁 東芝 １９９０年
深セン三星 合弁 サムソン １９９７年
トムソン佛山 合弁 トムソン １９９１年
賽格日立 合弁 日立 １９９０年
長沙楽金 合弁 ＬＧ １９９４年



























































企業名 導入方式 導入先 製品型 年産能力（台） 稼働日
北京計算機三廠 アライアンス 米国 ＢＣＭⅢ ０５２０Ｃ １０，０００ １９８５年
福建計算機公司 アライアンス 米国 ＢＬ－０５２０ １０，０００ １９８５年
福建計算機公司 技術導入 イタリア Ｍ－２４ ５０，０００ １９８５年
瀋陽計算廠 技術導入 米国 Altx６８００ ３，０００ １９８５年
雲南電子設備廠 合資 イタリア Ｍ－２４ １０，０００ １９８５年
















































生産高（億元） 生産高（億元） 電子産業に占める比率（％） 生産台数（万台）
１９８６ ３１１．５ １２．８ ４．１１％ ４
１９８７ ４４３．６ ２０．８ ４．６９％ ５
１９８８ ５８０．３ ３２．２ ４．８２％ ５
１９８９ ６５８．２ ４２．１ ６．４０％ ６
１９９０ ６９８．１ ３５．５ ５．５９％ ８
１９９１ ８８６．３ ６１．８ ３７．９０％ １０
１９９２ １０８６．８ １０７．０ ７．００％ １１
１９９３ １３９５．６ １２７．９ ９．８５％ ６４
１９９４ １８６１．７ １７１．３ ９．１６％ ８８
１９９５ ２４７０．９ ２５９．８ ９．２０％ ７５
１９９６ ３０４２．５ ４４９．５ １０．５０％ １２３
１９９７ ３６００ ５３１．７ １４．８０％ １３８





























































順位 １９９６年 １９９７年 １９９９年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
１位 COMPAQ９．２％ 聯想 １０．７％ 聯想 ２１．５％ 聯想 ２７．５％ 聯想 ２７．３％ 聯想 ２６．０％ 聯想 ２５．１％
２位 IBM ６．９％ IBM ７．５％ IBM ６．２％ 方正 ８．９％ 方正 ８．４％ 方正 ９．０％ 方正 ９．９％
３位 聯想 ６．９％ COMPAQ６．７％ 方正 ５．９％ 同方 ８．１％ 同方 ６．４％ DELL ８．２％ 同方 ７．８％
４位 HP ６．７％ HP ６．５％ HP ５．６％ IBM ４．２％ DELL ６．０％ 同方 ６．６％ DELL ７．２％
５位 AST ５．２％ 同創 ５．７％ 長城 ３．８％ DELL ３．９％ IBM ５．５％ IBM ４．８％ IBM ５．１％





























































































































































聯想集団 北大方正 浪潮集団 清華同方 七喜電脳
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
聯想集団 北大方正 浪潮集団 清華同方 七喜電脳
0.0％




















































































































































































































































































































１９９９年 ２０００年 ２００２年 ２００３年１－１０月 ２００４年１－１０月
１位 モトローラ（４７．１）モトローラ（３４．０）モトローラ（３１．７） 波導（１４．５） ノキア（１７．０）
２位 ノキア（１０．０） ノキア（３０．０） ノキア（２４．３） ＴＣＬ（１１．２） モトローラ（１４．８）
３位 エリクソン（１０．０）エリクソン（１０．０） ＴＣＬ（６．７） ノキア（１１） サムソン（８．３）
４位 東方通信（８．７） シーメンス（７．０） サムソン（６．５） モトローラ（９．０） 波導（７．８）
５位 シーメンス（２．９） フィリップス（４．０） シーメンス（６．４） 康佳（６．０） 厦新（６．８）
６位 松下（２．９） 松下（４．０） 波導（３．３） 厦新（６．０） ＴＣＬ（８．２）
７位 ＮＥＣ（２．０） アルカルテ（３．０） 科健（２．５） 上海 Dbtel（５．０） 康佳（５．６）



























































































































１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益 売上高 利益
波導 ４．３ ０．４８ ９．３ ０．４４ ２６．２ ０．６８ ６３．７ ２．１６１０８．４ ２４．５１０２．５ ２．５８ ９０．５ －４．６９





























































































































































































































































































Gerschenkron, Alexander［１９６８］ Selection of essays
from economic backwardness in historical perspec-
tive and continuity in history & other essays（絵
所秀紀 訳，『後発工業国の経済史：キャッチア
ップ型工業化論』，ミネルヴァ書房，２００５年）
Marshall, Alfred［１９２０］Principles of economics. 9th
ed.（馬場啓之助訳，『経済学の原理』，東洋経済
新報社，１９７８年）




Poter, Michael［１９９０］The Competition Advantage
of Nations.（土岐坤他訳，『国の競争優位上・下』，
ダイヤモンド社，１９９２年）
Poter, Michael［１９９９］，竹内弘高訳，『競争戦略論』
ダイヤモンド社，１９９２年）
安室憲一［２００３］『中国企業の競争力』日本経済新
聞社
井上隆一郎編［２００１］『驀進する台湾企業』財団法
人交流協会
関志雄［２００２］『日本人ための中国経済再入門』東
洋経済新報社
関満博［１９９７］『空洞化を超えて－技術と地域の再
構築』日本経済新聞社
関満博［２００２］『世界の工場／中国華南と日本企
業』新評論
丸屋豊二郎・石川幸一［２００１］『メイド・イン・チ
ャイナの衝撃』ジェトロ
丸屋豊二郎［１９９２］『広東省の経済発展メカニズ
ム』アジア経済研究所
丸川知雄［１９９９］『市場発生のダイナミクス』 ア
ジア研究所
丸川知雄［２００２］『中国企業の所有と経営』アジア
経済研究所
丸川知雄「波導公司」財団法人国際貿易投資研究
キャッチアップと産業発展
１７３
所『中国の成長企業：中国の地場企業の現状と
今後の見通し』日本貿易振興機構２００４年
江小娟［２００３］『中国の体制転換と産業発展』 東
京大学社会科学研究所
国務院発展研究中心企業研究所［２００５］「中国携帯
端末産業の発展状況・趨勢と産業政策の展望」
今井健一・川上桃子編『東アジア情報機器の発展
プロセス』アジア経済研究所
国領二郎［１９９９］『オープン・アーキテクチャ戦
略』ダイヤモンド社
黒田篤郎［２００１］『メイド・イン・チャイナ』 東
洋経済新報社
唱新［２００２］『グローバリゼーションと中国経済』
新評論
水橋祐介［２００１］『電子立国台湾の実像』ＪＥＴＲ
Ｏ
青木昌彦［２００２］『モジュール化』東洋経済新報社
中兼和津次［１９９９］『中国経済発展論』有斐閣
渡辺利夫［１９８５］『成長のアジア 停滞のアジア』
東洋経済新報社
渡辺利夫［１９９６］『開発経済学―経済学と現代アジ
ア 第２版』日本評論社
渡辺利夫［１９９３］『華南経済』勁草書房
藤本隆宏［２００１］『ビジネスアーキテクチャ』 有
斐閣
藤本隆宏［２００３］『能力構築競争』中公新書
南亮進［２００１］『中国経済入門』日本評論社
末広昭［２０００］『キャッチアップ型工業化論』 名
古屋大学出版会
末広昭［２００３］『進化するか多国籍企業』岩波書店
木村福成・丸屋豊二郎・石川幸一［２００２］『東アジ
ア国際分業と中国』ジェトロ
野村総合研究所［２００２］『知識経済化するアジアと
中国の躍進』
林毅夫［１９９７］『中国の経済発展』日本評論社
林毅夫［１９９８］『中国の国有企業改革』日本評論社
尹春志［２００３］「東アジア地域生産ネットワークの
展開」座間紘一・藤原貞雄編『東アジアの生産
ネットワーク―自動車・電子産業を中心とし
て』下 ミネルヴァ書房
湯進［２００６］『キャッチアップと産業発展―中国液
晶産業の成長』専修大学社会科学研究所月報５１９
号 ２００６年９月
人民網日本語版（２００４年１０月１１日）「世界第７位，
ＴＣＬアルカテル移動電話が営業開始」
人民網日本語版（２００４年１２月９日）「聯想がＩＢＭ
のパソコン事業を買収，世界３位」
日本経済新聞［２００４年１２月２１日］「東芝，フィリビ
ンのノートパソコン生産撤退，中国に集約」
人民網日本語版（２００５年３月１日）「ＩＰＶ６関連
産業の企業連盟が発足」
日中グローバル経済通信（２００６年９月１４日）「中
国：６月の国産携帯電話の市場シェア，２８．５６％
と過去最低記録」
（中国語文献）
電子工業出版社『中国電子工業年鑑』各年版
李強［２００４］「中国手機市場品牌研究報告」北斗手
機網（２００４年２月１７日）
李国訓［２００４］「中国ＰＣ業難逃十年輪回」中国電
子報２００４年６月２９日
陳駿生［１９９３］『中国改革政策大典』紅旗出版社
１９９３年
楊維全［２００４］「波導：締結中国手機新格局」波導
動態［２００４年１月９日］
樊栄強・陳勇儒［２００２］『順徳製造』広東経済出版
社
謝非［１９９５］『広東改革開放探索』中共中央党校出
版社
謝偉［２００１］『中国彩電産業和汽車工業的実証分
析』経済管理出版社
謝偉［２００４］『中国消費電子業的崛起』中国金融出
版社
京華時報（２００５年５月１８日）「ＴＣＬアルカテル合
弁会社解体」
京華時報（２００５年９月２９日）「ＴＣＬアルカテル大
幅裁員」
電子時報（２００６年９月９日）［聯想携帯工業パーク
生産量２千万台］
経済日報［２００５年９月２２日］「新聯想北京創新中心
落成」
最後に社研の所員に推薦して頂くとともに，
掲載を進めていただいた指導教授宮嵜晃臣先生，
丁寧に指導してくださった小林襄治先生に深く
感謝いたします。
１７４
